
緒　　　言

わが国において，がんは死因の第 1 位の疾患であり，

今後も増加傾向であると推計されている1）．そして，がん

患者全体の約 30% に痛みが伴い2-4），進行がん患者では約

60% に疼痛管理が必要であるという報告5）もあり，がん診

療における緩和ケアの重要性は高い．しかし，日本におけ

る医療用麻薬の必要量に対する実使用量の比率（充足率）

は 15.54% と先進国の中で最も低く 6, 7），がん患者の疼痛

管理がいまだ十分に行われていないことが推測できる．そ

の背景には，がん患者および家族に医療用麻薬に対する誤

解や偏見があることが問題視されており 8, 9），医療用麻薬

の使用開始の遅れや鎮痛に適切な量まで増量できない要因

の一つとなっている． 

がん患者に対して医療用麻薬に関する正しい知識を教育

することにより，痛みや医療用麻薬についての正しい知識

の習得のみならず，痛みの改善にも効果的であることが示

唆されており 10, 11），がん疼痛マネジメントにおける患者

教育の重要性は高い．しかしながら，その研究の多くが看

護師による介入であり，具体的な教育方法についても一定

の見解はない．がんの痛みは，身体的苦痛をはじめ，精神

的，社会的，スピリチュアル的な苦痛を伴い，それらはさ

らに身体的苦痛を増強するとされる12）．そのため，全人的

な苦痛を伴うがん患者および家族に対する教育は多職種で

行う必要性が高いと考えられる．

済生会横浜市南部病院（以下，当院）緩和ケアチーム

は，がんの痛みやがんの痛みに使用する鎮痛薬に対する負

のイメージ改善と正しい知識の啓発を目的として，がん患

者とその家族を対象に 2009 年より医師，薬剤師，看護師，

医療ソーシャルワーカー（以下，MSW）の 4 職種による，

がんの痛みの教室（以下，教室）を実施している．

今回，教室の前後でアンケート調査を行い，がん患者お

よび家族が抱いているがんの痛みとがんの痛みに使用する

鎮痛薬に対する認識を調査し，多職種で行う患者教育によ

る負のイメージ改善効果を調査した．

方　　　法

1． がんの痛みの教室内容
教室参加の対象は当院に入院中および外来通院中のがん

患者とその家族とし，痛みの有無，鎮痛薬使用の有無は問

わなかった．教室は，毎月 2 回シリーズで開催し，全 2

回の参加を原則とした．

第 1 回は「がんの痛みと鎮痛薬について」というテー

マで，がんの痛みとがんの痛みに使用する鎮痛薬（非オピ

オイド鎮痛薬，オピオイド鎮痛薬）に関する正しい知識，

痛みの治療計画と具体的な鎮痛薬の使用方法に関する内容

を医師と薬剤師が担当した．第 2 回は「痛みへの対処方
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て，がん患者とその家族を対象に，多職種による痛みの教室（以下，教室）を実施している．2009 年 3 月～ 2018
年 3 月までの教室の参加者を対象に，教室の前後でアンケート調査を行い，がんの痛みや鎮痛薬に対する認識を調
査し，負のイメージ改善における多職種による患者教育の有効性について検討を行った．「鎮痛薬を使用すると中
毒になると思いますか」に代表されるがんの痛みに使用する鎮痛薬に関する設問について，教室前（61.7%）から
教室後（13.7%）で有意に負のイメージの改善が認められ（p ＜ 0.001），教室が有効であることが示唆された．
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法と福祉サービスについて」というテーマで，痛みのセル

フコントロール，福祉サービスに関する内容を看護師と

MSW が担当した（表 1）．教室 1 回あたりの時間は約 1

時間で，当院緩和ケアチームで作成した冊子をもとに説明

を行い，教室終了後も繰り返し読むことができるように参

加者へ冊子を交付した．

2． アンケートの実施
2009 年 3 月～ 2018 年 3 月までの教室の参加者のうち，

全 2 回参加し，教室前後アンケートの両方に回答した 126

名を調査対象とした．アンケートは，第 1 回の教室開始

前と第 2 回の教室終了後に行った．表 2 に示す内容で，

がんの痛みに関する設問を 2 項目，がんの痛みに使用す

る鎮痛薬へのイメージに関する設問を 4 項目とし，回答

は「そう思う」「ややそう思う」「やや思わない」「まった

く思わない」の 4 段階選択式とした．また，教室終了後

に教室の内容について，「とても参考になった」「少し参考

になった」「どちらでもない」「あまり参考にならなかっ

た」「まったく参考にならなかった」の 5 段階選択式の評

価とした．

教室前後のアンケート解析は，Wilcoxon 符号付順位検

定を用いて行い，p ＜ 0.05 を統計学的に有意とし評価し

た．統計解析には，JMP Ⓡ 10（SAS Institute, Inc., Cary, 

NC, USA）を用いた．

なお，本研究は済生会横浜市南部病院臨床研究倫理部会

の承認を得て，研究計画に従って実施した（承認番号 : 

2018-N13)．

結　　　果

1． アンケート回答者の内訳
教室前後アンケートの両方に回答した対象者の内訳を表

3 に示す．教室の参加者は患者 55 名（43.6%)，家族 68 名

（54.0%）であり，患者と家族の参加人数に偏りはなかっ

た．参加者の年齢は 70 歳代が 45 名（35.7%）と最も多く，

次いで 60 歳代 22 名（17.5%），50 歳代 21 名（16.7%）で

あり，性別では女性の参加が男性の約 1.5 倍多かった．ま

た，教室参加時に患者の 16 名（29.1%）に痛みがあり，

13 名（23.6%）がなんらかの鎮痛薬を使用していたが，痛

みがある患者のうち 6 名は痛みがあるにもかかわらず鎮

表 1　がんの痛みの教室概要
説明内容 担当者

第 1 回「がんの痛みと鎮痛薬について」
・痛みの原因 医　師
・痛みと病期の関係
・痛みを医療従事者へ伝達することの意義
・痛み治療の目標と計画
・鎮痛薬の種類，効果と副作用 薬剤師
・非オピオイド鎮痛薬とオピオイド鎮痛薬の違い
・医療用麻薬（オピオイド鎮痛薬）の誤解
・鎮痛薬の具体的な使用方法

第 2 回「痛みへの対処方法と福祉サービスについて」
・痛み治療の目標と計画 看護師
・痛みを医療従事者へ伝達することの意義
・疼痛緩和につながる薬物療法以外の方法
・がん患者と家族を支えるサポート体制
・医療費，生活費に関する制度 MSW
・介護保険制度
・療養場所（緩和ケア病棟，在宅など）

表 2　アンケートの設問内容

がんの痛みについて（2 項目）
　Q1-1　痛みが出てくるのは病気が悪化したサインだと思いますか
　Q1-2　医療者に痛みについて話すのは遠慮してしまいますか
がんの痛みに使用する鎮痛薬へのイメージについて（4 項目）
　Q2-1　鎮痛薬を使用すると中毒になると思いますか
　Q2-2　鎮痛薬の副作用で苦しむより痛みを我慢する方がいいと思いますか
　Q2-3　 将来痛みが強くなった時に困らないように，少しの痛みでは鎮痛薬を

使用したくないと思いますか
　Q2-4　鎮痛薬では，がんの痛みを緩和できないと思いますか
痛みの教室について（1 項目）a）

　Q3-1　痛みの教室の内容はどうでしたか

a）教室後アンケートのみの設問項目．
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痛薬を使用していなかった．

2．  痛みの教室前後におけるがんの痛みと鎮痛薬に対す
る認識

教室の参加者別，すなわち患者，家族のいずれにおいて

も同様の傾向がみられたため，まとめて集計を行った．

2-1．　がんの痛みに対する認識の変化

教室前後におけるがんの痛みに対する認識の変化を図 1

（A）に示す．「痛みが出てくるのは病気が悪化したサイン

だと思いますか」という設問（Q1-1）では，教室前は「そ

う思う」「ややそう思う」が 117 名（93.6%）であったが，

教室後は 87 名（69.6%）に減少し，がんの痛みに対する

負のイメージを有意に改善した（p ＜ 0.001)．

「医療者に痛みについて話すのは遠慮してしまいますか」

という設問（Q1-2）では，教室前は「そう思う」「ややそ

う 思 う 」17 名（14.1%） で あ っ た が， 教 室 後 は 30 名

（24.0%）と増加した（p ＝ 0.93)．

2-2．　がんの痛みに使用する鎮痛薬に対する認識の変化

教室前後におけるがんの痛みに使用する鎮痛薬に対する

認識の変化について図 1（B）に示す．「鎮痛薬を使用する

と中毒になると思いますか」という設問（Q2-1）では，

教室前は「そう思う」「ややそう思う」が 74 名（61.7%）

であったが，教室後は 17 名（13.7%）に減少し，がんの

痛みに使用する鎮痛薬に対する負のイメージを有意に改善

した（p ＜ 0.001)．

その他，「鎮痛薬の副作用で苦しむより痛みを我慢する

方 が い い と 思 い ま す か 」（Q2-2） で は， 教 室 前 33 名

（27.5%）から教室後 17 名（13.7%)，「将来痛みが強くなっ

た時に困らないように，少しの痛みでは鎮痛薬を使用した

くないと思いますか」（Q2-3）では，教室前 62 名（50.8%）

から教室後 31 名（24.8%)，「鎮痛薬では，がんの痛みを緩

和できないと思いますか」（Q2-4）では，教室前 44 名

（35.4%）から教室後 26 名（20.8%）に減少し，がんの痛

みに使用する鎮痛薬に対する負のイメージは，すべて有意

に改善が得られた（p ＜ 0.01)．

3． 痛みの教室の内容に関する評価
教室の内容に関するアンケート結果を図 2 に示す．「と

ても参考になった」が 104 名（82.5％），「少し参考になっ

た」が 19 名（15.1％），「あまり参考にならなかった」が

2 名（1.6％），無回答 1 名（0.8%）であった．

考　　　察

がん医療において，患者・家族の quality of life（以下，

QOL）は疾患の治癒や生存期間の延長などと同様，重要

なアウトカムである 13, 14）．多くの患者が，がんの経過に

おいてさまざまな身体的，精神的，社会的，スピリチュア

ル的苦痛を経験しており，それらは患者の QOL を大きく

損なう．そのような苦痛は適切な介入により軽減可能であ

るが15），多くの患者は，適切な介入をされていないことが

知られている16）．介入の阻害因子には，患者側の因子，医

療者側の因子，医療システムの因子などがある．医療者側

の因子に対しては，PEACE プロジェクト，ELNEC-J コ

アカリキュラム看護師教育プログラム，PEOPLE プログ

ラムなどの教育プログラムがある．一方，患者側の因子に

対しては，de Wit ら17），Lai ら18）の教育プログラムがあ

るが，具体的な方法と方法を比較した質の高い報告はな

い．「がん疼痛の薬物療法に関するガイドライン」におい

ても患者教育についての記載がされており19），われわれの

教室では，ガイドラインで推奨されている内容を実施して

いる．さらに，MSW による療養の場所や利用できるサー

ビスの内容など，がん患者が抱える社会的苦痛にも対応で

きる内容を入れている．教室の内容に対しては，参加者の

97.6% が参考になったと回答しており，教室後アンケート

の自由記載欄には，「痛みは我慢せずに表現してコント

ロールすることが分かった」「痛み止めの思い込みが晴れ

た」「医療費の不安がなくなった」など，さまざまな意見

があり，多職種で患者教育を実施することの必要性を認識

できた．

がんの痛みに対する認識について，「医療者に痛みにつ

いて話すのは遠慮してしまいますか」の設問（Q1-2）で

は，14.1% で遠慮するとの回答であった．また，教室参加

時に痛みがあった患者のうち 6 名は，痛みがあるにもか

かわらず鎮痛薬を使用していなかった．鈴木の報告20）で

は，がん患者に対して，痛みのある期間を 100 として治

療を行っても痛みがとりきれていなかった期間は 34%，

最終的に痛みのとれていた期間は 18% しかなかったとし

ている．すなわち，がん患者の多くが医療者への痛みの伝

達がうまくできておらず，疼痛管理が十分に行われていな

い現状が推測される．われわれの教室では，第 1 回およ

表 3　アンケート回答者の内訳（n ＝ 126）
項　目 人　数 （%）

回答者
　患者/家族/不明 55/68/3 （43.6/54.0/2.4）
性別
　男性/女性 49/77 （38.9/61.1）
年齢
　39 歳以下  8  （6.3）
　40 歳代 11  （8.7）
　50 歳代 21 （16.7）
　60 歳代 22 （17.5）
　70 歳代 45 （35.7）
　80 歳以上 17 （13.5）
　不明  2  （1.6）
痛みの有無 a）

　あり/なし/不明 16/38/1 （29.1/69.1/1.8）
鎮痛薬使用の有無 a）

　あり/なし 13/42 （23.6/76.4）

a）患者のみ（n ＝ 55）．
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び第 2 回の両方で医療者へ痛みを伝達することの重要性

に関する内容を入れているが，改善が得られず，「医療者

へ痛みについて話すのを遠慮する」と回答する割合が教室

前（14.1%）よりも教室後（24.0%）のほうが増加した．

de Wit ら17），Lai ら18）の教育プログラムでは，numeric 

rating scale（以下，NRS）を用いて痛み日記を記録する

などの具体的な痛みの伝達方法をプログラムに入れてい

る．一方，われわれの教室では，医療者への痛みの伝達の

必要性および伝達してほしい内容について説明している

が，NRS による痛みの評価や痛み日記などの記録につい

ての説明を行っていない．医療者への具体的な痛みの伝達図 2　痛みの教室の内容に関する評価（n ＝ 126） 

図 1　痛みの教室前後におけるがんの痛みと鎮痛薬に対する認識の変化．A : がんの痛みに対する認識，B : が
んの痛みに使用する鎮痛薬に対する認識について，痛みの教室前後での変化を示した（n ＝ 126）．
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方法について教室の内容に入れ，がん患者が「痛い」と言

いやすい環境をつくり，適切な痛みのアセスメントへつな

げる必要があると考えられた．

教室前のアンケート調査より，患者および家族のがんの

痛みに使用する鎮痛薬に対する認識を知ることができた．

72.5% で「痛みに対して鎮痛薬を使用したい」（Q2-2），

64.6% で「鎮痛薬でがんの痛みを緩和できる」（Q2-4）と

認識している一方で，61.7% で「鎮痛薬を使用すると中毒

になる」（Q2-1），50.8% で「将来がんの痛みが強くなっ

た時に困るので，少しの痛みでは鎮痛薬を使用したくな

い」（Q2-3）という認識であり，がん患者およびその家族

の約半数でがんの痛みに使用する鎮痛薬は「中毒になる」

「徐々に効果がなくなる」という誤解があることが明らか

になった．一般市民を対象にした調査では，「依存症が出

現する」「耐性ができる」という誤解が，医療用麻薬に対

する誤解に強い影響を及ぼすとしている21）．がん性疼痛に

対してオピオイド鎮痛薬を使用した場合，精神依存が生じ

る可能性は非常に低く22），原則に従って使用する限りは耐

性を考える必要はない23）．また，今井らは，モルヒネやオ

キシコドンの鎮痛耐性の形成は抑制される24）ことを報告

している．よって，適切に使用すれば「長い間使用しても

依存症は生じない」や「耐性ができて鎮痛薬の効果が弱く

なることはない」という事実を積極的に伝えることが，が

んの痛みに使用する鎮痛薬に対する負のイメージの改善に

つながると考えられる．

教室後のアンケート調査より，鎮痛薬に対する設問

（Q2）すべてにおいて負のイメージの改善が得られ，教室

による患者教育の有効性が明らかとなった．一方，教室後

でも誤解をもったままの参加者がおり，負のイメージを完

全に払拭することはできなかった．痛みは，実際になんら

かの組織損傷が起こったとき，あるいはそのような損傷の

際に表現されるような不快な感覚体験および情動体験と定

義される25）個人的な体験である．われわれの教室では，

冊子を用いた 2 回シリーズの集団教育を実施している．

集団教育では十分に負のイメージを改善できなかった参加

者に対しては，参加者個々が負のイメージをもつに至った

背景などを十分に把握したうえで，個別に話を聞き説明を

行うなどのフォローアップも必要であると考えられた．

今回，教室参加時に痛みがあった患者のうち 6 名は，

痛みがあるにもかかわらず鎮痛薬を使用していなかった．

患者の背景因子，すなわち痛みの有無，鎮痛薬の使用の有

無などが，がんの痛みと鎮痛薬に対する認識に及ぼす影響

について検討することができなかった点に本研究の限界が

あると考えられる．一方，がん患者とその家族の間では，

がんの痛みと鎮痛薬に対して教室前の認識および教室前後

の認識の変化は同様の結果であった．このことから，がん

の痛みと鎮痛薬に関する教育の対象は患者だけではなく，

家族に対しても同様に行う必要があると考えられる．

本研究により，がん患者および家族の約 90% が，がん

の痛みやがんの痛みに使用する鎮痛薬になんらかの負のイ

メージをもっていることが明らかとなった．その負のイ

メージを改善するためには，医師，薬剤師，看護師，

MSW による多職種で行う患者教育が有効であることが示

唆された．しかし，本研究では，多職種で行う患者教育に

よる負のイメージ改善が，がん患者の痛みの改善に有用で

あるかどうかの確認は行っていない．今後は，がん患者を

対象にして，多職種で行う教室によるがん性疼痛への影響

について明らかにする必要がある．

利益相反（COI）：　利益相反なし．
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Effects of Multi-disciplinary Patient Education to Reduce 
the Negative Image of Cancer Pain and Analgesics
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　Abstract: In order to reduce the negative image and provide accurate knowledge of cancer pain and analgesics, a 
multi-disciplinary educational program on pain was held targeting cancer patients and their families. A questionnaire 
regarding the perception of cancer pain and analgesics was carried out from March 2009 to March 2018, targeting 
persons who completed the program to reduce the negative image of cancer pain and analgesics, and the effectiveness 
of the multi-disciplinary patient education was considered. From questions regarding analgesics for cancer pain, 
such as “Do you think the use of analgesics is addictive?” a significant decrease in the negative image (p ＜ 0.001) 
was observed before the program (61.7%) and after the program (13.7%), indicating the effectiveness of the program.

　Key words:  cancer pain, pain, analgesics, patient education, palliative care
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